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経 営 理 念 

大分の豊かな水を活かし、地域を支える 

     大分県企業局は、豊かな水を活かしてクリーンな電力と低廉で質の高い工業用水を 

    安定的に供給するとともに、上水道原水やかんがい用水を守り、また、多目的ダムの 

管理などにより洪水防止や良質な河川環境を維持する役割を果たし、さらには県政貢献

等により、県経済の振興や地域社会の発展にも寄与します。 

県民から信頼される地方公営企業として、将来にわたり地域を支え、県民・地域と 

ともに歩んでいきます。 

 

Road to Evolution  進化のための 10 年間  
経営戦略期間（H30 年度 R9 年度）を『進化のための 10 年間』と位置づけ、 

電気事業及び工業用水道事業の今後 50 年間の安定経営のため、投資を加速します。 
   

経営理念実現のための３つの柱 

 
戦略の柱Ⅰ 効率的・効果的な経営の実現 

戦略の柱Ⅱ 安定的なサービスの提供 

戦略の柱Ⅲ 地域社会への貢献、県民福祉の向上 

 

施 策 体 系 図 

 

アクションプランは、大分県企業局経営戦略に掲げる「経営理念」を実現す
るための「３つの戦略の柱」ごとに、それぞれの施策の具体的な取組を 
明示した事業計画として作成しています。 

アクションプランの計画期間は４年間ですが、事業の進捗状況や経営環境の 
変化などを踏まえながら、２年ごとに見直しを行います。 
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戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現

（１）共通事項

１ 環境変化に対応できる組織運営・人材育成

計画の概要
企業局人材育成基本方針などに沿い、技術専門研修（局内研修・派遣

研修・資格取得研修・職場研修）などの充実を図ります。特に、企業局
の業務運営に必要な資格（電気主任技術者等）の有資格者の確保に努め
るとともに、ＯＪＴマニュアルを活用した現場での技術指導などを充実
させていきます。

また、技術職員を継続的に総務課へ配置し、企業局の経営や管理に精
通した職員を育成するとともに、現場で勤務する保守担当職員に対して
も企業局の経営状況や現下の経営環境について積極的に周知し、環境の
変化に対応できる経営的視点を身に付けた職員の育成を図ります。

なお、定年引上げに係る地方公務員法改正に伴う対応については、職
員が、定年延長後においても、これまでの経験を活かし、働きがいや生
きがいを実感しながら活躍できるよう、人事管理制度の充実と職場環境
の整備に努めます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○技術専門研修の充実
・職場（技術）研修の充実

企業局職員が必要とする技術は、現場の作業を通じて習得する
ことが基本であることから、技術修得の基本である職場（技術）
研修を中心に研修の充実に努めます。定期停止作業やオーバー
ホールなどの現場の設備に直接触れることができる限られた機
会を利用して、技術や知識の習得を図るとともに世代間の技術
継承を促進します。

・民間機関等における研修への参加
現場の実態を踏まえた実践的な研修を実施するため、特に派遣
研修については、より実務的な研修となるよう派遣先の充実に
努めます。

○海外研修への参加
海外における電気事業の経営手法などを調査しノウハウを学ぶ

ため、公営電気事業経営者会議が実施する海外電気事業調査など
への職員の派遣を検討します。

○経営状況説明会の開催
現場で勤務することが多い技術職員にも経営的視点を身に付け

てもらうため、予算・決算の状況や経営環境の変化などに関する
説明会を開催します。

〇経営会議における組織運営などに関する検討
経営環境の変化などを踏まえながら、組織運営や人材育成の方

針などについて検討を行います。
目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
技術職員の資格取得件数 件 ６ ６ ６ ６
経営状況説明会の開催 回 ２ ２ ２ ２

戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（共通）
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２ 先端技術の活用による業務の効率化・高度化

計画の概要
業務の効率化・高度化を図るため、課題の洗い出しや先端技術の活用

に向けて調査・検討を行います。
また、ドローンについては、企業局独自の操縦者認定制度に基づき、

シミュレータによる操縦者の技術向上を図りながら、被災箇所など職
員の立ち入りが困難な場所の状況確認を効果的に行うなど、業務への活
用を進めていきます。

さらに、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ） を推進するた※1

め、デザインシンキング やアイデアソン などを取り入れ、定期的な※2 ※3

検討を行い、取組を進めていきます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○先端技術の活用に向けての調査・検討
・デザインシンキングを取り入れた検討会の開催
・電気事業におけるスマート保安の導入
（令和４年度：設計業務委託、令和６～１１年度：更新工事）
・クリーンエネルギー自動車導入、インフラ整備の検討

○ドローンの効果的な活用の推進
・ドローン管理運用要領に基づく操縦者育成
（シミュレータの活用）

・災害時における被災箇所の状況確認
・工事状況やダム湖など、企業局設備及び周辺状況の確認
・水中ドローンを活用したダム湖や水路の点検など

○民間の技術やノウハウの活用の推進
・民間機関等での研修で習得した技術やノウハウを職員間で共有
し、現場業務への導入を検討

ＤＸに関するワークショップ ドローン操縦訓練

戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（共通）
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戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（共通）

３ 新規事業を含む事業展開に向けた研究

計画の概要
グリーン社会の実現に向けて、非化石価値 の活用やＲＥ１００ 化※4 ※5

など、国や他県の動向を注視しながら取組を進め、実現性の高い再生可
能エネルギーの導入拡大策についても調査していきます。

今後も水素などの新たな脱炭素技術の活用も含めた国のエネルギー政
策の動向に最大限の注意を払うとともに、先進事例の調査研究などを行
いながら、既存事業にとらわれない新たな事業展開についても検討を進
めます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○新規事業の可能性について検討
・国や関係団体が主催する会議等への参加による情報収集
・先進地視察の実施
・プロジェクトチームにおける検討
（先進地視察や情報収集の結果を踏まえ必要に応じて実施）

４ コストダウン・業務改善に向けた取組

計画の概要
工事などの生産性向上を念頭に、発注者・受注者双方の業務改善に取

り組みます。
また、施設の老朽化に伴う維持管理費用の増大に対応するため、アセ

ットマネジメントシステムを活用した計画的な維持管理を行い、コスト
ダウンを図ります。

さらに、アイデアソンなども通じ、職員から経費削減や業務改善、働
き方改革に資する取組を募集し、効果が見込まれるものについて積極的
に業務に反映していきます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○工事等について、情報共有システムの導入促進
・受発注者間の協議資料などを電子化し、情報共有することによ
り受注者の移動時間短縮や発注者の迅速な指示を促進します。

〇アセットマネジメントシステムの精度向上
○コストダウン推進委員会等による職員提案の実施
〇経営会議における業務改善に向けた検討

・経営状況を踏まえたうえで事業の進め方やコストダウン・業務
改善に向けた取組などについて検討を行います。

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
情報共有システムの

％ １５ ２０ ２５ ３０
導入率
アセットマネジメントの

回 ４ ４ ４ ４
診断表更新回数
業務改善等の実現に向け

件 １０ １０ １０ １０
て取り組んだ件数
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戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現

（２）電気事業

１ 電力システム改革に的確に対応することによる健全経営の維持

計画の概要

売電入札の実施時期について、国や他県の動向などを注視しながら、

長期的な観点で経営に及ぼす影響を考慮し、慎重に検討していきます。

さらに、一般競争入札に移行した後も安定した収益を確保できるよう、

維持管理の効率化を図ります。

また、施設の老朽化状況を踏まえ、固定価格買取制度（ＦＩＴ） な※6

どを活用したリニューアルを推進していきます。

具体的な取組内容

令和４年度～令和７年度

○電力供給先企業、その他関係機関との協議

○国や他県の動向なども踏まえた売電入札実施時期の検討

〇一般競争入札に移行した後の経営のあり方についての研究

＜参考：電力システム改革の内容＞

行 程 内 容

【第1弾】 ・「電力広域的運営推進機関」を設立し、全国規模で平常

広域的系統運用の拡大 時、緊急時の需給調整機能を強化するとともに、広域

（平成27年4月） 的な電力の融通に必要な送配電線の整備等を進める。

【第2弾】 ・家庭も含む全ての消費者が電力会社や料金メニューを

小売の全面自由化 自由に選択できるよう、小売の全面自由化を行う。

（平成28年4月） ・電気事業者の類型の見直し。

・卸規制の撤廃。

【第3弾】 ・既存の電力会社が運用している送配電網を、新規参入

法的分離による送配電部門の の再生可能エネルギー発電会社などが公平に利用できる

中立性の一層の確保 よう、送配電部門の別会社化（法的分離）により、独立

（令和2年4月） 性を高める。

戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（電気）
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戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現

（３）工業用水道事業

１ 顧客本位の取組

計画の概要

定期的にユーザー懇談会や企業局施設の現地案内会を開催するととも

に、工業用水の使用実態などを直接確認する機会も設けることで、顧客

本位の取組を進めます。

具体的な取組内容

令和４年度～令和７年度

○ユーザー懇談会の開催（年１回）

○現地案内会の開催（年１回）

○ユーザー訪問の実施

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7

ユーザー懇談会開催回数 回 １ １ １ １

現地案内会開催回数 回 １ １ １ １

ユーザー訪問数 事業所 ２２ ２２ ２２ ２２

（令和元年度第１回ユーザー懇談会） （令和元年度現地案内会）

戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（工水）
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２ 新規顧客への対応

計画の概要

既存ユーザーとの情報交換などで常に使用実態やニーズを把握しなが

ら、本県の工業用水の３つの優位性（①水量が豊富な大野川から表流水

を取水しているため、渇水による給水制限をしたことがないこと。②全

国的にも安価な価格。③給水ネットワークの運用により災害時などにお

ける断水リスクを大幅に軽減できること。）を活かし、商工観光労働部

など関係機関と連携して取り組んでいきます。

具体的な取組内容

令和４年度～令和７年度

○新規顧客への対応

・既存ユーザーの使用実態やニーズの把握

・商工観光労働部等との企業情勢などに関する情報交換

・新規給水に関する問い合わせ対応、協議など

戦略の柱Ⅰ：効率的・効果的な経営の実現（工水）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供

（１）共通事項

１ 耐震化・老朽化対策の推進による電力と工業用水の安定供給

計画の概要

施設などの耐震化・老朽化対策を計画的に実施し、電力と工業用水の

安定供給に努めます。

再生可能エネルギーの導入拡大にもつながる発電所リニューアル事業

や給水ネットワークを活用した工業用水隧道の本格的な点検及び補修に

よる災害に強い給水体制の構築など、電気事業及び工業用水道事業の今

後５０年間の安定経営のため、積極的な投資を行います。

〇電気事業：発電所リニューアル事業の推進

【現在の大野川発電所】

〇工業用水道事業：給水ネットワークを活用した隧道点検

（工業用水隧道の点検）

（旧大野川発電所）

リニューアル後

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（共通）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供

（１）共通事項

２ 危機管理体制の充実

計画の概要

近年頻発する豪雨災害や今後発生が予想される南海トラフ地震などの

巨大地震に備え、自然災害発生時に職員が迅速かつ的確に対応できるよ

う防災訓練などを通じて危機管理体制の充実を図ります。

具体的な取組内容

令和４年度～令和７年度

○防災実働訓練 【全職員】

本局及び総合管理センターの全職員が参加し、地震などによる

被害を想定したシミュレーション訓練を行います。

〇ダム管理演習 【ダム管理部】

出水期前に土木建築部と合同で、ダムの計画規模を越える異常

降水などを想定した訓練を実施します。

〇現場対応訓練 【総合管理センター各部】

出水期の豪雨災害や油流出事故などを想定した訓練を実施しま

す。

〇工業用水ユーザー企業との情報伝達訓練 【工務課】

豪雨災害などに伴う給水制限を想定して、ユーザー企業と合同

で実施します。

〇九州地域工業用水道相互応援協定に基づく情報伝達訓練【工務課】

平成２７年度に締結した相互応援協定に基づき、協定事業者と

合同で、地震などの大規模災害時における応援活動を迅速に行う

ための情報伝達訓練を実施します。

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7

防災実動訓練 回 １ １ １ １

ダム管理演習 回 １ １ １ １

現場対応訓練 回 １ １ １ １

工水ユーザー企業との
回 １ １ １ １

情報伝達訓練

相互応援協定に基づく
回 １ １ １ １

情報伝達訓練

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（共通）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（共通）

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供

（１）共通事項

３ 感染症リスクへの対応

計画の概要

新型コロナウイルス感染症をはじめとする様々な感染症リスクに備

え、電気や工業用水を安定供給できるよう職員への感染拡大防止対策の

徹底や業務体制の確保を図っていきます。

また、ユーザー企業からの情報収集に積極的に取り組みます。

具体的な取組内容

令和４年度～令和７年度

○職員への感染拡大防止対策の徹底

・掲示板や経営会議等を活用した基本的な感染対策の職員への

周知徹底

・監視業務に従事する総合制御部職員の感染を防止するため、必

要に応じて外部からの出入りを制限するほか、当直職員１２名

とその他の職員の執務環境を分離

・感染拡大防止のため、必要な備蓄品確保の計画的な推進

○業務体制の確保

・監視業務に従事する当直職員の確保を最優先とするため、「大

分県企業局の新型インフルエンザ等対策等に関する行動計画」

で定める優先業務及び優先業務遂行に必要な職員数について見

直しを行うとともに、万一に備え応援体制を整備

○ユーザー企業への対応

・工業用水道事業における使用料金の納付期限延長と分割納付

・ユーザー企業への聞き取り調査など

9



戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供

（２）電気事業

１ 発電所リニューアルの推進（再生可能エネルギーの導入拡大）

計画の概要
令和５年度に別府発電所、令和１０年度に芹川第二発電所、令和１１

年度に芹川第一発電所の運転開始を目指します。
同じく老朽化が著しい桑原発電所についても、固定価格買取制度など

を勘案しながら、再生可能エネルギーの導入拡大にもつながるリニュー
アルに向けて検討を進めます。

具体的な取組内容

事業費総額（概算・税抜き）
別府発電所 ：２５億円（H29～R6）
芹川第一発電所 ：９０億円（R1～R11）
芹川第二発電所 ：７０億円（R1～R10）

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
(1)別府発電所

％ ４０ １００ － －
事業進捗率

(2)芹川第一発電所
％ ５ １０ ２０ ３０

事業進捗率
(3)芹川第二発電所

％ １０ ２０ ３０ ４０
事業進捗率

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（電気）
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２ 自然災害対策の計画的な実施

計画の概要
①地震対策

既存施設について、大分県地域強靱化計画や発電所リニューアル事業
などを考慮して耐震照査及び耐震化工事を計画的に進めていきます。
②風水害対策

ダムについては、情報通信などの監視機能や治水機能の強化を進めて
いきます。特に、水害の危険性が高い取水堰や導水路などについて、補
修補強工事を進めていきます。

具体的な取組内容
令和４年度

（地震） ○桑原発電所調圧水槽・水圧鉄管・溢流ゲート・藤河内ダム
耐震性能照査 (R4-5債務負担)

○下赤発電所下赤ダム・溢流ゲート耐震性能照査
(R4-5債務負担)

（風水害）○別府発電所２号水路橋復旧工事
○阿蘇野川発電所災害復旧工事(R2-4債務負担)
○別府発電所由布川取水口埋塞対策工事

令和５年度
（地震） 〇北川発電所取水塔耐震性能照査(R5-6債務負担)
（風水害）○別府発電所大分川取水口遠隔監視化工事(R5-6債務負担)
令和６年度

（地震） 〇芹川第三発電所長湯沈砂池・排砂ゲート耐震性能照査
(R6-7債務負担)

〇芹川第二発電所逆調整池ダム耐震補強工事(R6-7債務負担）

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
地震対策 ４８６，０００千円
風水害対策 ２０２，０５３千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
既存施設（建物・水管橋）

％ ９５ ９５ ９５ ９５
の耐震化率
既存施設（水路工作物）の

％ ８８ ９０ ９５ ９５
耐震照査率

（桑原発電所） （下赤発電所）

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（電気）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（電気）

３ 発電所のオーバーホール工事の実施

計画の概要
１０年又は１２年に１回の周期で水車発電機を分解し、消耗、劣化し

た部品の取替を行うオーバーホール工事 に合わせ、機器類の精密な計※7

測を行い、次回オーバーホールまでの長期間の運転に備えます。
また、水車発電機以外の設備で、更新・修繕に長期間の発電停止が必

要なものについても、オーバーホールにあわせて集中的に更新・修繕を
行うことで、発電機停止に伴う停電電力量を削減します。

具体的な取組内容
令和４年度

〇計画なし
令和５年度

〇計画なし
令和６年度

○耶馬溪発電所水車発電機オーバーホール工事
［その他関連工事］ なし

令和７年度
○鳴子川発電所水車発電機オーバーホール工事
［その他関連工事］
・鳴子川発電所 除塵機更新工事
・鳴子川発電所 取水盤ほか更新工事

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
７０２，０００千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ工事実施件数 件 － － １ １
関連工事実施件数 件 － － － ２

（オーバーホール工事）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（電気）

４ その他、施設の適切な修繕・改良工事等の実施

計画の概要
施設整備実施計画に基づき、各施設の経年劣化に対応した適切な修繕

・改良工事を実施します。
また、日常の保守点検に万全を期し、故障による発電停止を未然に防

ぐとともに、効率的に保守作業を実施して、作業による停電電力量の削
減に努めます。

なお、送電線の改良工事は、電力会社による送電線工事の急増に伴い、
工事発注の見送りが続いていましたが、令和３年から対応可能となった
ため、計画的に進めていきます。

具体的な取組内容
令和４年度

○桑原北川線鉄塔化工事(第２工区)
○大野川大南線鉄塔塗装工事
○大野川大南線電線張替工事
○大野川発電所三重川制水門自動制御盤更新工事
〇芹川第三発電所共同井路蓋かけ工事（第２期）
〇別府発電所専用区導水路補修工事

令和５年度
○松岡太陽光発電所パワコン更新工事
○大野川大南線鉄塔塗装工事
〇芹川第三発電所共同井路蓋かけ工事（第２期）

令和６年度
○大野川大南線鉄塔塗装工事
○芹川線№１、分岐№１、３鉄塔改良工事(R6～7債務負担)
○芹三線鉄塔塗装工事
〇今畑ポンプ場スクリーン更新工事
〇芹川第三発電所共同井路蓋かけ工事（第２期）
○芹川第二発電所逆調整池ダム洪水吐ゲート塗装修繕工事

令和７年度
○芹三線鉄塔塗装工事
〇芹川第三発電所共同井路蓋かけ工事（第２期）
〇北川発電所取水口ゲート整備工事
〇今畑ポンプ場№１，№３ポンプオーバーホール工事

(R7～8債務負担）

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
６８１，６７６千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
鉄塔改良及び保全工事実施 件 ３ ２ ３ １
件数
主要水路工作物修繕・改良

件 ３ １ ３ ３
工事（委託）実施件数
故障・作業停電電力量

％ ６ １２ １８ ２４
削減率累計※

※停電電力量過去１０年平均（Ｈ２３～Ｒ２）５，７１０ＭＷｈ比
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供

（３）工業用水道事業

１ 給水ネットワークを用いた隧道点検及び補修

計画の概要
これまで断水することができなかった隧道について、給水ネットワー

クを活用しながら、定期的な点検により損傷の進行度を把握し、緊急性
があれば補修を実施します。また、給水ネットワークによる配水切替の
技術向上も図ります。

具体的な取組内容
令和４年度

○揚水隧道点検
令和５年度

○送水隧道 火振・志村線点検
令和６年度

○送水隧道 片野・池の上線点検
令和７年度

○送水隧道 判田・小池原線点検

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
１４９，５２９千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
隧道点検実施箇所数 箇所 １ １ １ １

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（工水）
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２ 自然災害対策の計画的な実施

計画の概要
①地震・津波対策

平成２３年度の｢給水ネットワーク事業地震・津波対策評価検討委員
会｣からの提言を受け作成した耐震化ロードマップに基づき、重要な構
築物などの耐震化を計画的に進めます。
②濁水・取水対策

豪雨時に河川水の濁度が上昇した場合でも、適切に処理を行うことが
できるよう、さらなる濁水対策の研究を続けます。

また、取水口の塵芥対策として、ウインチやレーキなどを使用した現
地研修に継続的に取り組むことにより、除塵作業の技術向上と作業時の
安全性の確保に努めます。

あわせて、監視体制の強化やユーザー企業への情報提供の迅速化にも
取り組みます。
③浸水対策

大分市の洪水ハザードマップの浸水区域となっている判田取水場及び
大津留浄水場については、浸水を想定した対策を進めていきます。

具体的な取組内容
令和４年度

（地震） ○大津留接合井耐震化工事（底盤）
○大津留浄水場排泥槽耐震化工事
○大津留浄水場沈殿池耐震検討業務委託(R4-5債務負担)

（浸水） ○判田取水場浸水対策詳細設計業務委託
○大津留浄水場浸水対策詳細設計業務委託(R4-5債務負担)

令和５年度
○計画なし

令和６年度
（地震） 〇池の上接合井耐震化工事

○志村接合井耐震設計業務委託
○大津留浄水場沈殿池耐震設計業務委託

（浸水） ○大津留浄水場浸水対策工事(R6-7債務負担)
○判田取水場浸水対策工事

令和７年度
（地震） ○大津留浄水場沈殿池耐震化工事(R7-8債務負担)

○小池原接合井耐震化工事(R7-8債務負担)

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
地震・津波対策 １４８，４０５千円
浸水対策 ３５１，２６４千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
既存施設の耐震化率 ％ ７６ ７６ ７８ ７８
ユーザー要求量に対する給水率 ％ １００ １００ １００ １００
給水条例基準濁度での供給 ％ １００ １００ １００ １００
浸水対策工事実施件数 件 － － ２ －

戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（工水）
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戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（工水）

３ 浄水場の老朽化対策、老朽化管路の更新

計画の概要
判田浄水場、大津留浄水場ともに先の改築工事から２０年以上が経過

しているため、今後の改修などに向けた検討・調査を行います。
また、管路については老朽化調査を行い、計画的に補修・更新を進め

ていきます。

具体的な取組内容
令和４年度

○判田浄水場沈殿池 補修設計業務委託
○主配水管 日岡-三佐線(向原東地区) 埋設管路補修(R3-4債務負担）
○主配水管 志村-須賀線、配水管 須賀-細線 塗覆装調査
○埋設管 既設電気防食設備全体調査

令和５年度
○判田浄水場沈殿池 塗装工事(1/12)
○判田川水管橋塗装工事(1/2)
○主配水管 志村-須賀線、配水管 須賀-細線 試掘調査
○配水管 屋山支線 塗覆装調査
○主配水管 志村-須賀線、配水管 須賀-細線 補修設計業務委託
○主配水管 判田１・２号線 補修設計業務委託

令和６年度
○主配水管 日岡-三佐線(向原西地区) 補修工事(R6-7債務負担)
○判田浄水場沈殿池 塗装工事(2/12)
○判田川水管橋塗装工事(2/2)
○判田浄水場沈殿池 補修工事(1/12)
○配水管 屋山支線 試掘調査、補修設計業務委託
○配水管 屋山支線 電気防食設備設置工事

令和７年度
○判田浄水場沈殿池 塗装工事(3/12)
○判田浄水場沈殿池 補修工事(2/12)
○主配水管 判田１・２号線補修工事(R7-8債務負担)
○主配水管 池の上・松岡線、導水管 尾崎－大津留線 電気防食設備
設置工事

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
１，０９６，６３６千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
埋設管路調査 ％ ９１ １００ － －
主要施設の修繕・改良工事（委 件 ３ ６ ６ ４
託）実施件数

16



戦略の柱Ⅱ：安定的なサービスの提供（工水）

４ その他、施設の適切な修繕・改良工事等の実施

計画の概要
浄水場に電力を供給するための電気設備などの経年劣化に対応した修

繕・更新を計画的に行います。
また、脱水機（河川水を浄水処理する際に発生する泥から水分を除去

するための設備）についても２０年以上経過しているため、更新工事を
実施します。

なお、設備の更新に当たっては、省エネルギー機器を積極的に導入す
るとともに、再エネ賦課金減免制度 の活用などでトータルコストの削※8

減に取り組みます。

具体的な取組内容
令和４年度

○大津留浄水場 特高受変電設備更新工事(R4-6債務負担)
〇大津留浄水場 配水ポンプ盤更新工事(R4-6債務負担)
〇判田浄水場 脱水機更新詳細設計業務委託
〇省エネ機器の導入

令和５年度
〇判田浄水場 脱水機更新工事(R5-8債務負担)
〇省エネ機器の導入

令和６年度
〇大津留浄水場 脱水機更新詳細設計業務委託
〇省エネ機器の導入

令和７年度
〇省エネ機器の導入

４年間の事業費総額（概算・税抜き）
２，２６３，６９１千円

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
主要設備更新工事実施件数 件 ２ １ － －
主要設備更新設計業務委託 件 １ － １ －
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戦略の柱Ⅲ：地域社会への貢献、県民福祉の向上

（１）共通事項

１ 地域貢献

計画の概要
上水道原水やかんがい用水を安定的に供給することで、住民生活の安

定や地域農業の振興に寄与します。また、２つの多目的ダム（芹川、北
川）の管理などを行うことで、台風や豪雨による被害から下流域を守り、
良質な河川環境を維持するとともに、環境保護活動やダム流域の交流事
業への助成など地域貢献活動を継続します。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○環境保全活動などへの助成
○ダム流域団体との交流事業
○上水道原水及び農業用水の安定的確保
○芹川ダムアオコ対策（芹川ダム環境調査委託）

目標指標

目 標 値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
交流事業の回数 回 ５ ５ ５ ５
環境保全活動等への助成 団体 ８ ８ ８ ８

令和元年北川マイストーン作戦 令和３年北川ふれあい魚釣り大会

戦略の柱Ⅲ：地域社会への貢献、県民福祉の向上（共通）
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２ 県政貢献

計画の概要
利益の一部を一般会計へ繰り出し、県の重要施策の推進を支援するこ

とで、県政の発展に貢献します。
計画期間においては、引き続き、将来にわたる安定経営に向け、発電

所リニューアルや給水ネットワークを活用した工業用水隧道の本格的な
点検など大規模な事業を推進するため、収支状況は一時的に厳しくなり
ますが、効率的・効果的な経営に努めながら、地方公営企業としての役
割を果たしていきます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○一般会計への繰り出し

戦略の柱Ⅲ：地域社会への貢献、県民福祉の向上（共通）
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戦略の柱Ⅲ：地域社会への貢献、県民福祉の向上（共通）

３ 効果的な広報の実施

計画の概要
ＨＰやＳＮＳなどを活用した効果的な情報発信を行うとともに、幅広い

世代を対象とした施設見学の積極的な受入れを行うことで、県民生活に身
近な存在として認知してもらえるよう努めます。

具体的な取組内容
令和４年度～令和７年度

○ＨＰやＳＮＳなどを活用した情報発信
○施設見学の実施

・親子、学生、地元住民など幅広い世代を対象とした見学会を実施
・大野川発電所のリニューアルに伴う見学会の実施

〇企業局ロゴマークを活用したＰＲ
・大分県立美術館で開催されるイベントなどのポスターへの掲載
・封筒や名刺、印刷物などへの活用

目標指標

目標値
指 標 名 単位

R4 R5 R6 R7
施設見学の受入回数 回 １０ １０ １０ １０

（北川ダム湖上中流域交流事業見学：Ｒ３．７）

（鳴子川発電所見学会：Ｒ３．７）
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　　　 投資・財政計画（４年間収支計画）

　　　 １ 電気事業

①収益的収支
　収益的収入については、電気料金（ＦＩＴ分）はリニューアル予定発
電所のＦＩＴによる予定売電単価を適用しています。電気料金（卸供給
分）は現在の契約単価（9.99円/kWh)を適用して算定しています。また、
各年度に予定されている工事等による長期停止及び維持流量放流による
減電を考慮しています。

　収益的支出については、特別損失として発電所リニューアルに係る固
定資産除却費を計上しています。修繕費、委託費等は「施設整備実施計
画」に基づく予定額を計上しています。

　令和４年度は、大野川発電所リニューアル事業が完成し、運転再開に
より当初の計画どおり収入の増加により大きな純利益が確保できる見込
みです。しかし、令和５年度後半からリニューアル事業により芹川第
一・第二発電所が発電停止となり、収入が減少することと併せて、令和
７年度は芹川第一・第二発電所の撤去費及び除却損による特別損失が大
幅に発生することから一時的に欠損となる見込みです。

②資本的収支
　資本的収入は、別府発電所リニューアル事業に係る現地工事のための
建設改良費については全額、芹川第一・第二発電所リニューアル事業に
ついては７割の企業債借入を予定しています。

　資本的支出については、別府及び芹川第一・第二発電所事業等の毎年
度の実施計画に基づく予定額を計上しています。収支差額は積立金や損
益勘定留保資金を充てることにより対応します。

※推計の考え方
　・総費用のうち、修繕費など毎年度の実施計画に基づき生じる経費
　　は、各年度の予定額を計上した。
　・その他費用に含まれる消耗品費や雑費など年度ごとの変動が少ない
　　費用は、令和４年度当初予算の額を計上した。
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４カ年の経営見通し（電気事業会計）
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純利益（百万円）総収益・総費用（百万円）

収益的収入 収益的支出＋特別損失 純 利 益 （純 損 失）

（収益的収支） （単位：百万円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

3,556 3,403 3,245 3,145 

2,233 2,300 2,312 2,169 

2,184 2,250 2,251 2,103 

 職員給与費 637 637 670 643 

 修繕費 236 227 313 263 

 委託費 233 325 218 214 

 減価償却費 702 710 713 714 

 その他費用 376 350 337 269 

 財務費用 29 30 41 46 

 事業外費用 10 10 10 10 

10 10 10 10 

1,323 1,103 933 976 

234 508 151 1,015 

1,089 595 782 △ 39 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

 収益的収入

 収益的支出

 営業費用

 純 利 益 （純 損 失）

 経常利益

 特別損失

 予備費
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（資本的収支） （単位：百万円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

1,225 2,309 896 1,723 

企業債 1,198 2,306 895 1,720 

負担金 26 2 1 3 

0 0 0 0 

3,397 4,610 2,770 4,728 

2,867 4,121 2,103 4,103 

470 429 507 465 

60 60 160 160 

△ 2,173 △ 2,301 △ 1,874 △ 3,005 

2,173 2,301 1,874 3,005 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

企業債償還金

その他

補てん財源（損益勘定留保資金等）

収支差額

資本的収入

投資償還金

資本的支出

建設改良費

（貸借対照表）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

 資　産 27,621 30,744 30,453 32,628 

 事業分 19,342 22,229 23,280 26,143 

 事業外分 149 149 149 149 

 投資その他の資産 3,437 3,436 3,436 3,436 

 （小計） 22,927 25,814 26,864 29,727 

 流動資産 4,694 4,931 3,589 2,901 

 負 債 ＋ 資 本 27,621 30,744 30,453 32,628 

 負　債 10,954 13,532 12,610 14,972 

 企業債 7,133 8,933 9,363 10,619 

 退職給付引当金 562 524 545 558 

 修繕引当金 197 135 69 69 

 特別修繕引当金 741 741 663 583 

 （小計） 8,634 10,332 10,639 11,828 

 企業債 439 507 465 465 

 賞与･法定福利費引当金 39 39 39 39 

 特別修繕引当金 0 122 130 122 

 その他流動負債 1,693 2,390 1,201 2,390 

 （小計） 2,171 3,058 1,835 3,016 

 繰延収益 149 142 135 128 

 資　本 16,667 17,212 17,844 17,655 

 資本金 14,705 14,705 14,705 14,705 

 剰余金 1,961 2,506 3,138 2,950 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

 流動負債

（単位：百万円）

 固定資産

 固定負債
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主要工事等一覧

　電気事業

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

別府発電所
・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事

芹川第一発電所
・水車発電機他更新工事
・維持放流バルブ改良工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

芹川第二発電所
・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

・水圧管路他土木建築工事
・水車発電機他更新工事

桑原発電所 ・調査、設計等業務委託 ・水車発電機他更新工事 ・水車発電機他更新工事
・水車発電機他更新工事
・工事用道路等準備工事

地震対策
水路工作物耐震対策
（耐震性能照査）

○鳴子川発電所
・沈砂池
・上部水槽
・水圧鉄管
〇桑原発電所
・調圧水槽
・水圧鉄管
・溢流ゲート
・藤河内ダム
〇下赤発電所
・下赤ダム
・溢流ゲート

〇桑原発電所
・調圧水槽
・水圧鉄管
・溢流ゲート
・藤河内ダム
〇下赤発電所
・下赤ダム
・溢流ゲート
〇北川発電所
・取水塔

〇北川発電所
・取水塔
〇芹川第三発電所
・長湯沈砂池
・排砂ゲート

〇芹川第三発電所
・長湯沈砂池
・排砂ゲート

地震対策耐震化工事 -

○別府発電所
・上部水槽
・水圧鉄管

〇芹川第二発電所
・逆調整池ダム

〇芹川第二発電所
・逆調整池ダム

風水害対策

・別府発電所2号水路橋
　復旧工事
・阿蘇野川発電所災害
　復旧工事
・別府発電所由布川取水口
　埋塞対策工事

・別府発電所大分川
　取水口遠隔監視化工事

・別府発電所大分川
　取水口遠隔監視化工事

・別府発電所由布川取水
　方式検討

３　発電所のオーバーホール
　　工事の実施

発電所のオーバーホー
ル工事

・耶馬溪発電所オーバー
　ホール工事

・鳴子川発電所オーバー
　ホール工事

送電線鉄塔改良工事
・桑原北川線鉄塔化工事
 （第２工区）

・芹川線№１、分岐
　№１、３鉄塔改良
　工事

・芹川線№１、分岐
　№１、３鉄塔改良
　工事

その他
・大野川発電所三重川
　制水門自動制御盤更新
　工事

・松岡太陽光発電所
　パワコン更新工事

・発電所等集中監視
　制御機器更新工事

・発電所等集中監視
　制御機器更新工事

戦
略
の
柱
Ⅱ
「

安
定
的
な
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
」

２　自然災害対策の計画的
 　 な実施

１　発電所リニューアルの
　　推進

項　　　　　　　目

４　その他、施設の適切な
　　修繕・改良工事等の実施
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　 　　投資・財政計画（４年間収支計画）

　　　 ２ 工業用水道事業

①収益的収支
　収益的収入については、責任水量制による安定した料金収入により
年間約２２億円を見込んでいます。

　収益的支出については、平成２８年度に完成した給水ネットワーク
を用いた隧道点検や補修設計、浄水場や管路の老朽化状況の計画的な
調査や補修、耐震化や浸水対策のための診断等により、約２０億円の
支出を予定しています。

　以上により、純利益は年度によって変動しますが、各年度利益を確
保する見込みとなっています。

②資本的収支
　資本的収入については、令和６年度に埋設管路移設に伴う工事負担
金を見込んでいるため、他の年度と比較して増加しています。

　資本的支出については、老朽化した特高受変電設備や脱水機等重要
な機械設備の更新などにより、毎年５億円から１６億円程度の建設改
良費の支出を見込んでいます。収支差額は損益勘定留保資金等を充て
ることにより対応します。

※推計の考え方
　・総収益のうち、給水収益は令和４年４月時点の料金単価・契約水
　　量に基づく算定額を計上した。
　・総費用のうち、修繕費など毎年度の実施計画に基づき生じる経費
　　は、各年度の予定額を計上した。
　・その他費用に含まれる消耗品費や雑費など年度ごとの変動が少な
　　い費用は、令和４年度当初予算の額を計上した。
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４カ年の経営見通し（工業用水道事業会計）
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収益的収入 総費用 純 利 益

（収益的収支） （単位：百万円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

2,217 2,251 2,231 2,229 

2,049 2,181 2,208 2,126 

1,931 2,069 2,096 2,014 

 職員給与費 383 377 406 384 

 修繕費 189 221 260 171 

 委託費 226 305 166 178 

 減価償却費 738 736 770 810 

 その他費用 395 430 493 472 

 営業外費用 18 12 12 11 

 特別損失 0 0 0 0 

100 100 100 100 

168 70 23 103 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

収益的収入

収益的支出

 純 利 益

 営業費用

 予備費
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令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

23,782 23,736 23,945 23,740 

事業分 14,858 15,582 16,127 16,356 

投資その他の資産 3,706 3,706 3,706 3,706 

 （小計） 18,565 19,288 19,833 20,062 

 流動資産 5,218 4,448 4,112 3,678 

23,782 23,736 23,945 23,740 

5,085 4,969 5,155 4,847 

企業債 245 161 99 63 

退職給付引当金 415 401 435 432 

修繕引当金 999 935 887 852 

（小計） 1,660 1,497 1,421 1,347 

企業債 127 84 62 36 

賞与･法定福利費引当金 28 28 28 28 

その他流動負債 421 661 598 538 

 （小計） 575 772 687 601 

 繰延収益 2,850 2,699 3,048 2,898 

18,697 18,767 18,790 18,893 

 資本金 15,514 15,514 15,514 15,514 

 剰余金 3,183 3,253 3,276 3,379 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

（単位：百万円）

 固定負債

流動負債

 固定資産

（貸借対照表）

 資　産

 負 債 ＋ 資 本

 資　本

 負　債

（資本的収支） （単位：百万円）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

49 9 553 112 

補助金 0 0 0 0 

負担金 49 9 553 112 

0 0 0 0 

660 1,767 1,596 1,357 

508 1,630 1,502 1,285 

143 127 84 62 

10 10 10 10 

△ 611 △ 1,758 △ 1,043 △ 1,245 

611 1,758 1,043 1,245 

※各項目については、四捨五入しているため、合計が合わない場合がある。

補てん財源（損益勘定留保資金等）

収支差額

その他

資本的収入

資本的支出

企業債償還金

建設改良費

投資償還金
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主要工事等一覧

　工業用水道事業

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

１　給水ネットワークを
　　用いた隧道点検・補修

隧道点検 揚水隧道 火振・志村線 片野・池ノ上線 判田・小池原線

耐震診断 大津留沈殿池

耐震設計
志村接合井
大津留沈殿池

耐震工事
大津留排泥槽
大津留接合井

池ノ上接合井
大津留沈殿池
小池原接合井

浸水対策設計
判田取水場
大津留浄水場

浸水対策工事
判田取水場
大津留浄水場

浄水場の老朽化対策 判田沈殿池設計
判田沈殿池塗装

判田沈殿池補修

老朽管路の更新

日岡三佐線
（日岡三佐線）

埋設管路損傷調査
（志村須賀線ほか）

埋設管補修
（日岡三佐線ほか）

電気防食設備設置
（志村須賀線ほか）

４　その他、施設の適切な
　　修繕・改良工事等の実施

経年劣化設備の
修繕・更新

大津留特高受変電設
備更新工事

判田脱水機
詳細設計

判田脱水機
更新工事

大津留脱水機
詳細設計

項　　　　　　　目

戦
略
の
柱
Ⅱ
「
安
定
的
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
」

２　自然災害対策の計画的な
　　実施

３　浄水場の老朽化対策、
　　老朽化管路の更新
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＜参考＞用語解説

※1「デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）」（Ｐ２）

デジタル技術とデジタル・ビジネスモデルを用いて組織を変化させ、業績を改善

すること。企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活

用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革する

とともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の

優位性を確立すること。

※2「デザインシンキング」（Ｐ２）

デザインに必要な思考方法と手法を利用して、ビジネス上の課題を解決するため

の考え方。

※3「アイデアソン」（Ｐ２）

グループで集まり、アイデアを出し合ったり、議論・意見交換を通じて、新たな

アイデアの創出を行う会議。

※4「非化石価値」（Ｐ３）

電気の持つ「環境価値」の一種で、太陽光・風力・水力・地熱・バイオマスなど

の再生可能エネルギーや原子力発電などの非化石電源からつくられた電気であると

いう価値。

※5「ＲＥ１００」（Ｐ３）

企業が自らの事業活動に使用する電力を、風力、水力、太陽光など１００％再生

可能エネルギーにより調達し、温室効果ガスの削減を目指す国際的な取り組み。

※6「固定価格買取制度（ＦＩＴ）」（Ｐ４）

再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力など）で発電された電力を、地域の電

力会社が、国が定める価格で一定の期間買い取ることを義務づける制度。電力会社

が買い取るための費用は、すべての電気利用者が賦課金という形で電気料金ととも

に負担し、制度を支えている。平成２４年７月１日から開始。

※7「オーバーホール工事」（Ｐ１２）

縦軸（水車と発電機が上下に繋がるもの）は１０年に１回、横軸（水車と発電機

が横に繋がるもの）は１２年に１回の周期で水車発電機などの分解、点検、補修を

実施する。

※8「再エネ賦課金減免制度」（Ｐ１７）

事業者の国際競争力の維持・強化の観点から、電力多消費事業者については、申

請が認定されたもの（毎年度国の認定が必要）に限り、再エネ賦課金が減免される

制度。
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